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要旨

• 情報通信技術の進歩が、新産
業革命に引き続いて個々の企
業に「デジタルトランス
フォーメーション」と呼ばれ
る企業変革をもたらすと言わ
れている。

• この新産業革命からデジタル
トランスフォーメーションへ
の移行について、ビジネスエ
ンジニアリングの視点から考
察する。
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新産業革命-Industrie4.0

• 2018年を超えて、DX関連事
項は、

① 1-1 価値創造ネットワー
クの自動化

② 2-2 システムズエンジニ
アリング

③ 3-1 センサーネット

④ 5-1 ネットコミュニケー
ション

⑤ 5-4 データ分析

表 Industrie4.0 研究ロードマップ
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新産業革命－Connected Industries

• 2016年に発表されたSociety5.0
よりも2017年に発表された
Connected Industriesの方がよ
り産業革命的である。

• 後追いながら、両者の関係を明
らかにしているのは評すべきと
言えよう。

• ただし、ビジネスモデルの例示
は網羅的ではあるが体系的とは
言えない。

図 Soc.5.0につながるCntd.Ind.
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新産業革命－ビジネスモデル

• 前述のビジネスモデルの例
示は網羅的ではあるが体系
的とは言えない。

• また、必ずしも十分に網羅
しているとは言えない。

• 筆者(2016)(2018)が考える
ビジネスモデル体系を右図
に示す。

図 ビジネスモデル体系
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デジタル化の進展

• Westerman et al. (2014) 「過去
10年間のイノベーションや破壊
はもちろん驚くべきものだった
が、それもまだ序章にすぎな
い。」

• 例えば、apigee (2016)は24ヶ
所のデータセンターからなる数
百の顧客からの、2014年と
2015年のクラウドで見られる何
億ものAPIコールトラフィック
を右図のように示している。

図 APIコールトラフィック
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デジタル化の進展(2)

• 前図では、B2BとB2Cが
別々に集計されているが、
B2B2Cの存在も示唆してい
るといえよう。

• 右図に示すビジネスエコシ
ステムの存在（筆者
(2017)）が認められる。

• 吉田素文(2014)は、テクノ
ロジーにフォーカスしつつ
も、現場との協働にもとづ
く組織改革という、従来か
ら言い続けられてきた王道
があらためて強調されてい
るとも述べている。

図 企業連携バリューチェーン

小松昭英 7



デジタルトランスフォーメーション

• 「デジタルトランスフォーメーション
(DX)」は、Stolterman & Fors (2004)に
より、「ITの浸透が、人々の生活をあら
ゆる面でより良い方向に変化させる」と
定義されている。

①DXにより情報技術と現実が徐々に融合し
て結び付いていく変化がおこる、

②デジタルオブジェクトが物理的現実の基
本的な素材になる、

③固有の課題として、今日の情報システム
研究者が、社会的に有益な立場でない、よ
り本質的な情報技術研究のためのアプロー
チ、方法、技術を開発する必要がある。

後述するように、総務省通信白書は、経
産省レポートよりも、 Stolterman & Fors
の定義に近い立場に立っていると言えよう。

• 総務省（前出）「平成30年版情報通信白
書」(2018)では、「現在は、このような
「ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面で
より良い方向に変化させるデジタルトラ
ンスフォーメーション（Digital 
Transformation）」が進みつつある時代
にあるといえる。この変化は段階を経て
社会に浸透し、大きな影響を及ぼす。

• 経済産業省レポート前出）は、「あらゆ
る産業において、新たなデジタル技術を
使ってこれまでにないビジネスモデルを
展開する新規参入者が登場し、ゲーム
チェンジが起ころうとしていえる。こう
した中で、各企業は、競争力維持・強化
のために、デジタルトランスフォーメー
ション（DX：Digital Transformation）を
スピーディーに進めていくことが求めら
れている。
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デジタルトランスフォーメーション(2)

IDC Japan（株）は、

• DXを「企業が第3のプラットフォーム
（クラウド／ビックデータ・アナリス
ティクス／ソーシャル／モバイル）を
利用して、新しい製品やサービス、ビ
ジネスモデル、新しい関係を通じて価
値を創出し、競争上の優位性を確立す
ること」としている。

• 2017年4月「国内デジタルトランス
フォーメーションの成熟度ステージ分
布」では、従業員1000人以上の国内
企業の約半数が標準基盤化の段階にあ
るとしている。すなわち、企業戦略と
してDXに取り組んではいるものの、
まだ革新的な製品やサービスの創出に
は至っていないということである。

• まったく新しいビジネスモデルという
よりは、既存のビジネスに大きな変革
をもたらしたものが多く、それらをデ
ジタルディスラプター（創造的破壊
者）と言われている。その企業として、
Amazon, Uber, Airbnbなどの米国の例
のみを挙げている。

• 我が国の先行企業と言えるであろう
ファーストリティリング（ユニクロ）
について、それがデジタル化かDXか
どうかはさておき、その情報投資の経
済性について検討する。
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デジタルトランスフォーメーション(3)

• 評価対象として
ファーストリテイ
リングすなわちユ
ニクロを選ぶ。

• 理由は、2006年に
東レと長期的供給
にかかる戦略的
パートナーシップ
構築に関する基本
合意書を締結し、
両社は素材メー
カーと製造小売業
の境界線を越え、
素材段階から最終
商品販売に至るま
での一貫した商品
開発体制を構築し
ているからである。

図 ユニクロビジネスモデル2015
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デジタルトランスフォーメーション(4)

• さらに、前述のビジネスモデル2015に引
き続き、新たなビジネスモデル2018を発
表している。

• この二つのビジネスモデルを比べると、
カスタマーセンターを、①カスタマーク
リエーションとしてモデルの中核的存在
するとともに、②従来外注していた倉庫
に加え物流まで社内に取り込み、さらに
③店舗とEコマースの統合している。

• こうして、「素材段階から最終商品販売
に至る一気通貫の開発・生産・流通・販
売体制を確立したのであろう。さらに、
ヒートテックは2003年の誕生以来、度重
なる品質向上に加え、2008年からはグ
ローバル展開を図っている。

図 ユニクロビジネスモデル2018
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情報投資経済性評価

⚫ファーストリティリングの財務

データを右表に示す。

⚫ 2010年度以降、ソフトウェア投資

すなわち情報投資に力を入れてい

ることが分かる。

⚫経常利益は、2015年度以降急激に

増加している。

表 財務データ
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情報投資経済性評価(2)－財務データの推移

• 前述の財務データの推移を
右図にしめす。

• 2010年度を境にソフト
ウェア投資が給与投資を上
回っている。

• 既に述べたように、経常利
益が2015年度を境に急激
に増加している。

図 財務データの推移
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情報投資経済性評
価(3)－投資利益率
• ファーストリテイリングの投資
利益率計算結果を右表に示す。

• この表では、ソフトウェア投資
利益率を情報投資利益率、すな
わち情報利率、給与投資利益率
すなわち組織利率と読みかえて
いる。

• 情報利率は、2008年度から
2009年度と2017年度にピーク
を示している。

表 投資利益率計算結果
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情報投資経済性評価(4)－投資利益率計算結果の推移

• ファーストリティリン
グの投資利益率計算結
果の推移を右図に示す。

• 2004年度までは、総合
投資利益率、すなわち
総合利率と組織利益率
すなわち組織利率と重
なっているが、

• 2010年度以降は総合利
率と情報利率が重なっ
ている。 図 投資利益率の推移
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考察

• ファーストリテイリングが、ア
クセンチュアとの共同事業
(2015)により、

• ① 商品の企画・生産・販売まで
の業務プロセスの完全デジタル
化によるリードタイムの短縮、
② ITエンジニアの内製化により、
迅速かつ柔軟な対応によるサー
ビスレベルの向上、

• ③ あらゆる情報にアクセスでき
るクラウドベースのアーキテク
チャ活用による利便性の向上を
図ると発表している。

• 物流パートナーに業務を丸投げ
してたた為、実際に物流現場で
何が起こっているのか把握でき
ていなかったという反省から、

• (株)システムダイフクとの戦略
的グローバルパートナーシップ
(2016)により、世界最先端技術
を用いた、進化し続ける、超省
人化アパレル倉庫を作ると発表
している。
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考察(2)

• 前述の経済性評価で指摘した
「2012年以降になると総合利
益率と情報利益率が重なって
いる」ということは、既に
「ビジネストランスフォー
メーション」が実現されてい
ることの証と言えよう。

追補

• 2005年度から2010年度の期
間は、組織利率の負値を情報
利率の正値が補完している。

• ただし、これは組織利率と情
報利率の相乗効果を示すもの
ではない。もし、そのような
ことがあるとしたら、それこ
そ真の意味のビジネストラン
スフォーメーションになるの
ではなかろうか。
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まとめ

• 最近、唐突にデジタルトランス
フォーメーションが語られている。
しかし、それは既にConnected 
Industriesに包含されており、我
が国でも既に一部の企業ではある
が実現されている。

• したがって、ビシネスモデルの構
築も従来の構築方針でよく、目新
しい何かが求められているわけで
はない。しかし、「デジタル技
術」の活用が今まで以上にその成
否を左右することになろう。

ご清聴感謝します
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